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武蔵野音楽大学 公的研究費取扱規則 

 
 
 
 

（目 的） 
第１条 この規則は、武蔵野音楽大学（以下「本学」という。）における公的研究費（以 

下「研究費」という。）の取扱いに関して、適正に運営および管理するために必 
要な事項を定めることを目的とする。 

 
（適用範囲） 

第２条 研究費の運営および管理については、他の関係法令又はこれらに基づく特別の定 
めのある場合を除くほか、この規則によるものとする。 

 
（定 義） 

第３条 この規則において「研究費」とは、次のものをいう。 
（１）文部科学省の競争的資金 
（２）文部科学省が所管する独立行政法人から配分される競争的資金 
（３）文部科学省の公募型の研究資金 
（４）文部科学省が所管する独立行政法人から配分される公募型の研究資金 

２ この規則において「職員等」とは、本学に雇用されている全ての者、本学の施
設・設備を利用して研究に携わる者および本学の学生（研究生その他本学におい
て修学する者を含む。）をいう。 

 
（管理責任者） 

第４条 本学の研究費を適正に運営および管理するために、次の管理責任者を置く。 
（１）最高管理責任者 

イ 本学全体を統括し、研究費の運営および管理について最終責任を負うも
のとし、本学学長（以下「学長」という。）をもって充てる。 

ロ 不正防止対策の基本方針を策定・周知するとともに、それらを実施する
ために必要な措置を講ずる。 

ハ 統括管理責任者およびコンプライアンス推進責任者と連携し、公的資金
等の運営・管理に当たる。 

（２）統括管理責任者 
イ 最高管理責任者を補佐し、研究費の運営および管理について全体を統括

する実質的な責任と権限を持つものとし、総務部長をもって充てる。 

ロ 不正防止対策の組織横断的な体制を統括する責任者であり、基本方針に
基づき、機関全体の具体的な対策を策定・実施する。 

ハ 研究倫理教育責任者と連携をし、不正防止のための啓発活動と教育を計
画する。 

ニ 不正防止対策の実施状況を確認するとともに、それを最高管理責任者に
報告する。 

（３）コンプライアンス推進責任者 
イ 統括管理責任者の指導の下、研究費の運営および管理に関する諸施策

の実施・確認・教育・モニタリング等について実質的な責任と権限を持
つものとし、総務部総務課長をもって充てる。 

ロ 学内の公的資金等に関わるすべての構成員に対し、コンプライアンス教
育を実施し、受講状況を管理監督するなど不正防止を図る。 

（４）研究倫理教育責任者 
統括管理責任者の指導の下、研究活動に関わる者を対象に定期的に研究倫
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理教育の実施について実質的な責任と権限を持つものとし、総務部総務課長
をもって充てる。 

２ 最高管理責任者は、統括管理責任者、コンプライアンス推進責任者および研究倫
理教育責任者が責任を持って研究費の運営および管理が行えるよう、適切にリー
ダーシップを発揮しなければならない。 

 
（監事の責務） 

第４条の２ 監事は、不正防止に関する内部統制の整備、運用状況について、機関全体の
観点から確認し、その結果を理事会において、定期的に意見を述べるものと
する。 

２ 監事は、統括管理責任者またはコンプライアンス推進責任者が実施するモニタリ
ングや内部監査によって明らかになった不正発生要因が不正防止計画に反映され
ているか、また、不正防止計画が適切に実施されているかを確認し、意見を述べ
るものとする。 

 
 

（職員等の責務） 
第５条 職員等は、研究費の取扱いに関しては、次の事項を遵守しなければならない。 

（１）研究費は、公的資金によるものであり、本学が管理するものであることを
認識し、適正に使用するとともに、研究活動上の不正行為を行ってはなら
ない。 

（２）この規則およびこの規則に基づく統括管理責任者の指示に従うとともに、
統括管理責任者が実施する研究活動上の不正行為の防止に関する教育・研
究倫理教育・研修に参加しなければならない。 

（３）調査への協力要請があった場合は、これに協力しなければならない。 
２ 研究者は、研究者個人の発意で提案し採択された研究課題であっても、研究費は、

公的資金によるものであり、本学の管理が必要であるという原則とその精神を認 
識しなければならない。 

３ 研究者は、研究活動の正当性の証明手段を確保するとともに、第三者による検証
の可能性を担保するため、研究データその他の研究資料等を 10年間、適切に保
存・管理し、開示の必要性および相当性が認められる場合には、これを本学ホー
ムページ等に開示しなければならない。 

４ 事務を担当する職員は、専門的知識をもって研究費の適正な執行を確保しつつ、
効率的な研究遂行を目指した事務を担う立場になることを認識するため、誓約書
を提出しなければならない。 

 
（不正防止計画の策定および実施） 

第６条 統括管理責任者は、研究費を適正に運営および管理し、不正を発生させる要因を
把握し、その発生を未然に防止するために、不正防止計画を策定し、最高管理責 
任者の承認を受け実施しなければならない。 

２ 不正防止計画は、次の項目を基準に策定するものとする。 
（１）物品検収の確実な実施 
（２）旅費の事実確認 
（３）謝金の事実確認 
（４）研究者によるルールの遵守 
（５）内部監査体制の強化 
（６）告発の受け入れおよび告発案件処理体制 
（７）教職員へのコンプライアンス（法令遵守）の徹底 
（８）その他 

３ 総務部に不正防止計画の推進担当者を置き、統括管理責任者の監督の下、不正防
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止計画に基づく点検確認その他必要な事項を行う。 
 

（相談窓口の設置） 
第７条 本学における研究費に係る事務処理手続きに関し、明確かつ統一的な運用を図る

ため、総務部に相談窓口を置く。 
２ 相談窓口は、本学における研究費に係る事務処理手続きに関する学内外からの問

い合わせに誠意をもって対応し、本学における効率的な研究遂行のための適切な
支援に資するよう努めなければならない。 

 
（通報窓口の設置） 

第８条 本学における研究活動等の不正行為に適切に対応できるようにするため、総務部
に通報窓口を置き、責任者は、統括管理責任者である総務部長とする。 

２ 総務部長は、不正行為に関する通報（報道や会計検査院等の部外機関からの指摘
を含む。）を受け付けたときは、速やかに学長に報告しなければならない。 

３ 通報窓口は、不正行為に関する通報を受付る場合は、通報者が特定されないよう
適切な措置を講じなければならない。 

４ 通報窓口に寄せられた不正行為に関する通報を知る立場にある者は、通報者、被
通報者および通報内容について、調査結果の公表まで、第三者に漏洩しないよう
秘密保持を徹底しなければならない。 

 
（通報等の取扱い） 

第９条 不正行為に関する通報の方法は、書面、電話、ＦＡＸ、電子メール、面談による
ものとする。 

２ 前項の通報は、原則として、顕名により行われるものとし、被通報者名、不正行
為の態様等、事案の内容が明示され、かつ不正とする合理的な根拠が示されなけ
ればならない。ただし、匿名による通報の場合においても、その内容によっては、
顕名による通報に準じて取扱うことができる。 

３ 不正行為が行われようとしているなどの通報等に対し統括管理責任者である総務
部長は、その内容を確認・精査し、最高管理責任者である学長に報告しなければ
ならない。 

４ 学長が前条および前項の報告を受けた場合は、通報等の受付から 30 日以内に、
通報等の内容の合理性を確認し調査の要否を判断するとともに、当該調査の要否
を研究費の配分機関（以下「配分機関」という。）に報告しなければならない。 

５ 学長は、調査が必要と判断した場合は、調査委員会を設置し調査を行うものとす
る。 

６ 本学は、被通報者に対し必要に応じ、研究費の執行を一時的に停止する。 
 

（調査委員会の設置および調査） 
第９条の２ 前条第５項に規定する調査委員会は、本学に属さない第三者（弁護士、公認

会計士等で、かつ、被通報者と直接利害関係を有しない者とする。）を含む
者をもって設置し、不正の有無および不正の内容、関与した者およびその関
与の程度、不正使用の相当額等について調査し認定する。 

 
（配分機関への通報および調査への協力等） 

第９条の３ 本学は、前条の調査にあたっては、調査方針、調査対象および方法等につい
て配分機関に報告、協議しなければならない。 

２ 本学は、通報等の受付から 210 日以内に、調査結果、不正発生要因、不正に関与
した者が関わる他の競争的資金等における管理・監査体制の状況、再発防止計画
を含む最終報告書を配分機関に提出しなければならない。また、期限までに調査
が完了しない場合であっても、調査の中間報告を提出し、調査の過程であって
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も、不正の事実が一部でも確認された場合は、速やかに認定し、報告しなければ
ならない。 

３ 本学は、前２項のほか、配分機関の求めに応じ、調査の終了前であっても、調査
の進捗状況報告および調査の中間報告を配分機関に提出しなければならず、ま
た、調査に支障がある等正当な事由がある場合を除き、当該不正等に係わる資料
の提出または閲覧、現地調査に応じなければならない。 

 
（通報者・被通報者の保護） 

第 10条 本学は、悪意に基づく通報を防止するため、調査の結果、悪意に基づく通報で
あったことが判明した場合は、通報者の氏名の公表や制裁処分又は刑事告発を
行う場合があることを学内外に周知するものとする。 

２ 本学は、悪意に基づく通報であることが判明しない限り、単に通報したことを
理由に通報者に対し解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。 

３ 本学は、相当な理由なしに、単に通報されたことのみをもって、被通報者の研
究活動を全面的に禁止したり、解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。 

 
（研究費の使用） 

第 11条 統括管理責任者は、研究費の執行状況を検証し、計画的執行が図られているか確
認し、問題があれば改善策を講じなければならない。 

２ 研究費を使用する場合は、武蔵野音楽大学科学研究費補助金取扱規則第７条に
規定する手続きを経て使用しなければならない。 

３ 研究費の使用に当たり、関係業者が不正な取引に関与した場合は、取引停止等
の処分を行う。 

４ 前項の処分に関する方針、誓約書の提出等については、別に定める。 
 

（納品検収確認業務の実施） 

第 11 条の２ 本学の納品検収業務については、文部科学省「研究機関における公的研究
費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基づく 

２ 不正な取引に関与した業者への取引停止等の処分方針については、最高管理責
任者が適宜決定する。 

 
（内部監査体制） 

第 12 条 本学における研究費の運営および管理ならびに研究活動に係る監査は、最高管
理責任者の下、経理部が実施する。 

２ 前項の規定にかかわらず、必要に応じ監事および会計監査人による監査を実施
することができる。 

３ 監査の実施に当たっては、会計書類の形式的要件等の財務情報に対する監査の
ほか、本学全体の視点から研究費の運営および管理ならびに研究活動上の不正
防止等の体制整備等についての改善を重視した監査を行うものとする。 

 
（公的研究費の運営・管理体制の公表） 

第 13条 本学の公的研究費の運営・管理に係わる責任と権限の体制について、本学ホーム
ページ等により公表するものとする。 

 
（規則の変更） 

第 14条 この規則の変更は、法人運営協議委員会の議を経て理事長が行う。 
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附   則 
この規則は、平成 19年 10月１日から施行する。（発効） 

附   則 
この規則は、平成 27年４月１日から施行する。 
（研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）の 
改正に伴う一部改訂） 

附   則 
この規則は、平成 28年４月１日から施行する。 
（武蔵野音楽大学における研究活動に係る特定不正行為の防止等に関する取 
扱規則の制定に伴う一部改訂） 

附   則 
この規則は、令和４年４月１日から施行する。 
（題名の変更および規則の変更の一部改訂） 

附   則 
この規則は、令和４年 11月１日から施行する。 
（管理責任者の変更、監事の責務および納品検収確認業務の実施の新設に伴う一
部改訂） 


